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中部地方整備局

【参考】水害ＢＣＰの作成状況
内閣府「企業の事業継続の取組に関する実態調査」（平成24 年3 月）によると、地震を想定したBCP と比較して、水害を想定し
たBCP の策定は進んでいないのが現状である。（大企業で約50%、中堅企業で約32%）。また、大企業が個々の業務やシステム
への影響が大きいと考える災害リスクは、１位の地震に対し水害は6 位であり、地震と比較して水害への関心は低い状況である。

出典）「浸水被害防止に向けた取組事例集（H29年8月 国土交通省）」
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中部地方整備局

【参考】民間企業における水害ＢＣＰ策定促進方策の検討について
【検討目的】信濃川河川事務所管内の市町村に位置する民間企業を対象に、事業継続計画（BCP）策定の現状と課題を整理し、

先進事例を踏まえた民間企業の事業継続計画（BCP）策定の促進方策について検討・提案する。また、検討結果を
踏まえ、地域防災力向上に寄与する民間企業の社会貢献の活性化方策について検討する。

（１）企業アンケート調査の実施

（２）企業ヒアリングの実施

（３）管内市町村におけるＢＣＰ策定支援状況、
企業の社会貢献活動の支援状況

（４）調査結果・課題の整理

１．管内企業のＢＣＰ策定状況と課題の整理

２．国内外のＢＣＰ策定
の優良事例調査

３．管内企業へのＢＣＰ策定促進方策の検討

４．報告書とりまとめ

※次回協議会時に実施予定

①対象市町村：新潟市南区・西区・西蒲区、長岡市、三条
市、小千谷市、十日町市、見附市、燕市、魚沼市、南魚
沼市、弥彦村の９市1 村

②対象企業：帝国データバンクにおける製造業、卸売,小売
業、運輸業のうち、浸水想定区域内の企業（1400社）と
商工会議所及び市区村の企業情報を活用し、約2000社
を対象定（回収率20％を想定）

③アンケート調査方法：郵送方式

【アンケート内容】
•会社概要（業種、従業員数 等）
•地震を対象とした事業継続計画（ＢＣＰ）策定状況（策定の有無、策定の動機）
•災害等のリスク意識（リスク想定有無、想定しているリスク 等）
•災害時のリスク対応（発災時の対応、従業員への周知 等）
•事業継続計画（BCP）策定状況（BCP 策定有無、策定の動機、記載項目、訓練及び見直し実施の有無）
•近年の自然災害による被害状況（被害経験有無、BCP 効果有無 等）
•防災力向上のための地域貢献（災害に備えて地域との連携有無、その内容 等）

【ＢＣＰ策定促進方策（例）】
・洪水危険性の周知、洪水ハザードマップの入手方法の周知、洪水ハザードマップの見方の周知
・ＢＣＰの有効性周知、ＢＣＰ策定支援に必要な情報提供、水防災対策の先進事例の情報提供など

自社周辺の水害に対
する安全性を知らな
い。また、洪水ハザ
ードマップを知らない
。

ハザードマップを
知っているが、自
社周辺で想定され
る浸水深を知らな
い。

ＢＣＰを策定し、水
害対策等を実施し
ている。
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【ＢＣＰ策定促進方策の実施後】（目標）

【水害リスク周知が必要な企業群】 【ＢＣＰの有効性

周知が必要な企業群】

【ＢＣＰ策定支援や
事例提供が必要な企業群】

ＢＣＰは策定済だ
が、水害対策等を
実施していない。

ＢＣＰの有効性
を知っているが、
ＢＣＰを策定し
ていない。

水害の危険性を
把握しているが、
ＢＣＰの有効性を
認識していない。

【ＢＣＰ策定・対策済
の率先企業者】
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中部地方整備局

【参考】水害ＢＣＰの作成事例

出典）「浸水被害防止に向けた取組事例集（H29年8月 国土交通省）」

（株）大塚製薬工場［製造業］ （株）コロナ［製造業］ 日本ガイシ株式会社［製造業］

企
業
の
特
徴

■企業概要
○設立1969年／資本金：8 千万円／従業員数：

2,280 名（2016 年12 月31 日現在）
○本社：徳島／工場：鳴門・松茂・釧路・富山 その
他営業所等

○事業内容：臨床栄養製品を中心とした医薬品、
医療機器、機能性食品等の製造、販売および
輸出入

■企業の特徴
○国内輸液市場の約50% を生産している、基礎的医
薬品メーカー

■企業概要
○資本金：74 億4,960 万円（2016.3 末）／従業員数：
連結2,336 名、単体：1,757 名（2016.3末）

○本社：新潟県三条市／主要生産工場：三条・柏崎・
長岡 等

○事業内容：暖房機器、空調・家電機器、住宅設備機
器の製造・販売

■企業の特徴
○暖房機器製造企業の内の、最大手企業の１つ

■過去の水害
○2004年7月、近隣を流れる五十嵐川の堤防決壊に
より本社1 階部分がほぼ水没し、変電設備も水没
したことにより社内は停電、

○工場においても1 階にあった生産設備は水没

■企業概要
○設立1919 年／資本金：698 億円（2016.3）／従業員
数：単独（正規） 3,700 名（2016.3）

○本社：名古屋市／本部：東京／工場・研究所：名古
屋、知多、小牧、石川／支社・営業所等：国内7 箇
所及び海外多数

○事業内容：がいしなど電力関連機器、産業用セラ
ミック製品、特殊金属製品の製造販売及びプラント
エンジニアリング事業

■企業の特徴
○がいしは発電所で発電した電力を安定かつ安全に
運ぶためのもので、日本ガイシでは、世界最高の
100 万ボルト送電に対応する超高強度懸垂がいし
も生産

水
害
回
避
の
取
組

○浸水対策として、工場周囲全周に防潮堤を整備
○万が一の浸水に備え、物流拠点を分散配置
○重要データやシステムの相互バックアップ体制の構
築等を含むBCM を策定

○事業継続計画（BCP）を策定するとともに鳴門市、松
茂町と防災協定締結

○洪水発生直後、水かさの急激な上昇に即座に反応、会
社の入口や通路のドアをガムテープで巻き付けと同
時に、パソコンや重要書類を2階へ運び上げ

○既に行っていた水害対策
・2001年から生産、物流、販売などの情報を管理する基
幹システムを新潟市内のデータセンターにアウトソー
シング済みで、システム面での大きな被害は回避

○新たに行った水害対策
・持ち出しやすいノートパソコンへの切り替え、社内ＬＡＮ
の無線化、無停電電源装置の2 階への導入
・災害時行動手順の策定、緊急時対応ハンドブックの作
成・携帯、三条市水害対応防災訓練に積極参加

○各工場において、浸水被害に備えて、敷地の出入口に
起伏式の止水ゲートを設置、敷地及び受電設備のか
さ上げを実施
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H30. 12. 7 第６回 幹事会

H30. 4. 18 第４回 協議会 （水防連絡会 総会と同時開催 ）

・減災目標を達成するための取組状況(H29年度)の報告

H30年度

H31年度

今後のスケジュール等について
信濃川中流及び魚野川
大規模氾濫に関する減災対策協議会

・減災対策の推進に係る課題・懸案等の共有及び意見照会について

H31.2.20 第７回 幹事会 （水防連絡会 幹事会と同日開催）

H31. 11  【幹事会】 (予定）

・減災対策の推進に係る課題・懸案等の共有及び意見照会について

H31.4.17 第５回 協議会 （水防連絡会 総会と同日開催）

・減災目標を達成するための取組状況(H30年度）の共有

・減災目標を達成するための取組状況(H30年度）の報告

H32. 2. 19 【幹事会】 （水防連絡会 幹事会と同時開催）

・減災目標を達成するための取組状況(H31年度)の共有
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